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て
、
税
法
の
範
囲
内
で
利
益
を
適
正
に
計
算

し
、
無
理
の
な
い
節
税
と
資
金
繰
り
の
両
立

を
図
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

　具
体
的
に
は
、
設
備
投
資
、
決
算
賞
与
、

保
険
加
入
、
経
費
計
上
の
時
期
な
ど
の
見
直

し
を
し
ま
す
。

⑵
　財
務
内
容
の
健
全
化

　決
算
書
は
、
金
融
機
関
や
取
引
先
が
企
業

の
信
用
を
判
断
す
る
重
要
な
資
料
で
す
。
し

た
が
っ
て
、
貸
借
対
照
表
の
バ
ラ
ン
ス
を
整

え
、
自
己
資
本
比
率
を
高
め
る
こ
と
も
決
算

対
策
の
一
環
で
す
。
不
良
在
庫
や
回
収
不
能

債
権
を
整
理
し
、
実
態
に
即
し
た
財
務
内
容

に
す
る
こ
と
で
、
経
営
の
健
全
性
を
示
す
こ

と
が
で
き
ま
す
。

⑶
　経
営
計
画
と
の
整
合
性
確
保

　決
算
は
一
年
の
経
営
活
動
の
結
果
で
あ
り
、

同
時
に
次
期
の
出
発
点
で
も
あ
り
ま
す
。
決

算
対
策
を
通
じ
て
、
今
期
の
実
績
と
翌
期
の

計
画
を
つ
な
ぐ
橋
渡
し
を
行
な
う
こ
と
に
な

り
ま
す
。
例
え
ば
、
利
益
を
翌
期
の
投
資
に

回
す
か
、
内
部
留
保
と
し
て
蓄
え
る
か
と
い

っ
た
判
断
は
、
決
算
時
の
方
針
決
定
に
左
右

さ
れ
ま
す
。

　決
算
対
策
を
「
数
字
の
た
め
」
で
は
な
く
、

「
人
と
組
織
の
た
め
」
と
考
え
ま
し
ょ
う
。

決
算
対
策
は
単
な
る
会
計
処
理
で
は
な
く
、

経
営
者
や
社
員
、
金
融
機
関
と
の
関
係
づ
く

り
に
も
影
響
し
ま
す
。

・
社
員
に
は
「
決
算
賞
与
」
や
「
業
績
反
映

型
報
酬
」
と
し
て
支
給
し
、
モ
チ
ベ
ー
シ

ョ
ン
を
ア
ッ
プ
さ
せ
る

・
金
融
機
関
に
は
「
的
確
な
説
明
資
料
」
で

信
頼
を
積
み
重
ね
る

・
税
務
署
に
は
「
適
正
な
処
理
」
で
透
明
性

を
示
す

決
算
対
策
は
社
長
や

税
理
士
と
連
携
し
て
行
な
う


